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口座振替のかたは下記の金融機関から振替いたします。

（保険料は世帯ごとに計算するため､個人別保険料は按分後の概算額となります）<加入者別内訳>
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この保険料は　　　　　　　　　から　　 までの保険料となります。
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★保険料の収納確認には日数を要するため、お支払済みであっても｢お支払済の金額｣欄に表示されていない
場合があります。

★個人情報保護のため口座番号は一部の記載となっております。
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　この通知は、5 月 30 日現在の国民健康保険の資格の有無、前年の総所得金額等（確定申告又は住民税申告に基づく）、
口座登録の有無、年金からの特別徴収情報をもとに作成しています。
（5 月 31 日以降に資格の異動や所得等の変更があった世帯には、7 月以降に変更通知をお送りします）

「通知書」の見方

令和８年度の国民健康保険料率及び均等割額です。

「算定基礎額」…前年中の総所得金額等－地方税法に定める基礎
控除額（合計所得金額が 2,400 万円以下の場合は 43 万円）です。

令和８年度の年間国民健康
保険料の合計金額です。

めぐろ国保だより

申請により国民健康保険料が軽減や免除になる場合があります

国民健康保険の加入・脱退の届出は14日以内にお願いします

住民税の申告をしましょう

　手続きは、自動的にはできません。必ず世帯主又は世帯員のかたが届出をしてください。届出には本人確
認書類以外にも必要な書類があります。詳しくは、「国保のしおり」4、6ページをご確認ください。

　国民健康保険料は、前年の所得をもとに計算します。　
　世帯全員の所得が一定基準以下の場合は、国民健康保険料の均等割額が減額される制度があります（「国保
のしおり」18ページをご確認ください）。
　税の申告を行わないと、所得が把握できないため減額ができません。
　未申告の外国籍・22 歳以下・66 歳以上のかたには、『簡易申告書（国民健康保険に関する申告書）』をお
送りしていますが、23歳～65歳のかたは、必要に応じて確定申告又は住民税申告をしてください。

通知は世帯主にお送り
しています。

今回決定した国民健康保険料等の内訳です。

「保険料軽減額」…国民健康保険料の減額があった場合、減額し
　　　　　　　　た金額を表示します。
「限度超過額」…所得割額＋均等割額の合計額が世帯限度額を超
　　　　　　　過した場合、超過額を表示します。

原則として支払開始月は 6月となります。各月の支払額は
年間国民健康保険料の合計を支払回数で割った金額です。

「所得情報不明」の表示がされているかたのうち、確定申
告又は住民税申告を行っていないかたは、所得の把握が
できませんので申告をしてください。
（18 歳未満のかたで既に扶養になっているかたは除く）

「加入期間の表示」

「国保加入者氏名」
令和８年度に国民健康保険に加入している（加入していた）
かたの氏名です。 国民健康保険の加入

期間です。
加入していない月は
「－」で表示しています。

個人別保険料が
記載されます。

それぞれの区分の
保険料と加入月数
が記載されます。

◆問合せ　国保年金課資格賦課係
電話：０３－５７２２－９８１０（直通） 

口座振替は後期高齢者医療制度に引き継ぐことはできま
せん。改めてお申込みください。
問合せ　後期高齢者医療係（03－5722－9838）

　遅れて加入の届出をした場合、資格取得日にさかのぼって国民健康保険料を納めていただきます。最長で過去２
年度分さかのぼります。また、大幅に遅れて脱退の届出をした場合、納めすぎた国民健康保険料をお返しできなく
なることがありますので、ご注意ください。

「申告」

国民健康保険料は、下記の年齢に該当した場合に変更になります
年度途中で 40歳
に到達するかた

年度途中で 65歳
に到達するかた

年度途中で 75歳
に到達するかた

65 歳到達月の前月（誕生日が１日の場合は前々月）までの介護保険料を計算し、
翌年３月まで均等に割り振ります。
65 歳到達後は、介護保険課から新たな介護保険料通知をお送りします。

40歳到達の月（誕生日が１日の場合は前月）の分から介護保険料を加算します。
該当月以降に国民健康保険料の変更決定通知書をお送りします。

75 歳到達の月から後期高齢者医療制度に該当します。国民健康保険料は該当月
の前月分までを月割りで計算します。（ただし、同一世帯に 74 歳以下の国保加
入者がいる場合は、翌年３月までに均等に割り振ります）。
75歳到達後は、後期高齢者医療係から新たな後期高齢者医療保険料通知をお送りします。

お問合せの際は、この整理番号をお知らせください。

お支払い方法によって
表記が異なります。

お支払方法が特別徴収による場合は、この欄に金額が
表示されます。

国民健康保険料の支払額

※に金額の記載があるかたは、４・６・８月の仮徴収額
決定通知をお送りしているかたです。 翌年度の４月期
から８月期の仮徴収額については、翌年４月に別途通
知いたします。

仮徴収額
（4・6・8月）

本徴収額
（10・12・2月）

年間国民
健康保険料

＋ ＝

●：基礎分（医療分）＋後期高齢者支援金分＋介護分＋子ども支援金分
○：基礎分（医療分）＋後期高齢者支援金分＋子ども支援金分
◎：義務教育就学前均等割額軽減該当月です。
★：非自発的失業軽減該当者の介護分を含む月です。
☆：非自発的失業軽減該当者の介護分を含まない月です。
■：旧被扶養減免該当月（均等割額軽減該当月）です。
□：旧被扶養減免該当月（均等割額軽減非該当月）です。
　（詳細は「国保のしおり」18～19 ページをご確認ください。）

通知書は、加入・脱退・該当年の所得の変更があっ
た場合に随時計算し、お送りします。

◆問合せ　国保年金課資格賦課係　電話：03－5722－9810（直通）
FAX：03－5722－9339

【倒産や解雇などの理由で失業したかたの軽減制度】

【出産したかた又は出産予定のかたの免除制度】

対象者：ハローワークで失業給付を受給する際に受け取る「雇用保険受給資格者証」又は「雇用保険受給資格通
知（初回交付時のものに限る）」の内容が次の①②両方を満たすかた
①「5. 離職時年齢」が65歳未満のかた
②「12. 離職理由」が「11・12・21・22・23・31・32・33・34」のいずれかのかた
軽減内容：前年の給与所得を30/100として算定
注意事項：新規に国民健康保険に加入するかただけでなく、既に国民健康保険加入中のかたも含まれます。

対象者：国民健康保険に加入中で、出産したかた又は出産予定のかたで妊娠85日（4か月）以上の出産（死産、
流産、早産及び人工妊娠中絶も含む）が対象

免除内容：産前産後期間相当分（単胎妊娠のかたは出産（予定）月の前月から４か月間、多胎妊娠のかたは出産
（予定）月の3か月前から6か月間）の所得割額及び均等割額の免除

注意事項：国民健康保険料が最高限度額の世帯は、申請いただいても減額にならない場合があります。

各種減免申請の詳細や申請方法、必要書類等については「目黒区公式ウェブサイト」
又は「国保のしおり」18～20ページをご確認いただくか、下記問合せ先へご連絡ください。

次のすべてに該当する世帯主が特別徴収の対象となりま
す。

①世帯主が国民健康保険加入者である（4/1 ～翌 3/31 に
75 歳になる方を除く）。

②同世帯の国民健康保険加入者が全員 65 歳以上である。
③世帯主の介護保険料が特別徴収されている。
④介護保険料と国民健康保険料の合計額が、特別徴収の
対象となる年金（※1）受給額の２分の１を超えない。

⑤保険料の支払いが口座振替でない。（※2）

（※1）特別徴収の対象となる年金は、介護保険料を特別徴収し
ている年金と同じです。複数の年金を受給されている場
合は、法令で定める最も優先順位の高い年金から引き落
としとなります。

（※2）口座振替の世帯でも滞納がある場合は特別徴収となる
場合があります。

　特別徴収になるかたには、順次「特別徴収開始」のお知
らせをお送りします。
　特別徴収を希望されないかたは、申請により納付方法
を口座振替に変更することができます。収納係（０３－５７
２２－９６１０）へお問合せください。

特別徴収（年金からの引き落し）の対象となるかた

※
※
※


